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資料１ 
 

関係権利者の同意状況 

 

権利変換等の意向を確認している地権者    （令和４年 11 月８日現在） 

意向の種類 人数 

マンション住戸取得者※１ 139 人 

商業区画希望者※２ 24 人 

地区外転出希望者 48 人 

合計 211 人 

 

想定同意率（合計/地権者数） 約 85％（211/248） 

※１ マンション住戸取得者又はマンション住戸取得者及び商業区画希望者 

※２ マンション住戸取得者との重複を除いた人数（商業区画希望者全体は 36人） 

 

同意書取得状況（地権者）             （令和４年 11 月８日現在） 

権利の種別 人数 
土地調書確認済 

（立会省略同意） 

物件調書確認済 

（立会省略同意） 

権利変換計画 

への同意 

土地所有者※３ 163 人 127 人（約 78％） 124 人（約 78％） 92 人（約 56％） 

借地権者※４ 62 人 58 人（約 94％） 58 人（約 94％） 49 人（約 79％） 

建物所有者 23 人 11 人（約 48％） 13 人（約 57％） 11 人（約 48％） 

合計 248 人 196 人（約 79％） 195 人（約 80％） 152 人（約 61％） 

※３ 土地又は土地及び建物所有者（土地のみを所有している者は３人） 

※４ 借地又は借地及び土地・建物所有者 

 
 
同意書取得状況（借家人）     （令和４年 11 月８日現在） 

権利の種別 件数 
物件調書確認済 

（立会省略同意） 

権利変換計画 

への同意 

借家人 208 件 167 件（約 80％） 156 件（75％） 
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資料２ 
 

事業計画の変更 

 

再開発組合は事業計画の変更を予定している。 

 

令和４年10月23日 令和４年度第１回臨時総会において事業計画変更を議決 

10月25日 事業計画変更認可申請書の都への進達を区に依頼（10月28日受理） 

11月２日 区は事業計画変更認可申請書を都知事宛てに進達 

12月上旬 事業計画変更認可見込み 

 

 

事業計画変更の主な内容 

 

施設建築物 

 西街区 東街区 

変更前 変更後 変更前 変更後 

建築面積 変更なし（約4,900㎡） 約 3,260㎡ 約 3,230㎡ 

延べ面積 約 79,200㎡ 約 84,580㎡ 約 41,100㎡ 約 41,750㎡ 

容積対象床面積 約 57,000㎡ 約 56,970㎡ 約 32,600㎡ 約 32,610㎡ 

建物高さ 約 120ｍ 約 125ｍ 約 62ｍ 約 75ｍ 

階数 35階 36階 変更なし（13階） 

駐車場台数 約 200台 約 220台 変更なし（約80台） 

駐輪場台数 約 1680台 約 1470台 約 510台 約 580台 

住戸数 646戸 710戸 ― 

 

公共施設 

 変更前 変更後 

駐車場台数 約 60台 52台 

駐輪場台数 約 600台 削除 

 

事業施行期間等 

 変更前 変更後 

事業施行期間（予定） 組合設立認可公告の日～ 

令和11年 5月末日 

組合設立認可公告の日～ 

令和11年 8月 31日 

建築工事期間（予定） 着工 令和６年３月 

竣工 令和10年 7月 

着工 令和６年６月 

竣工 令和10年 10月 
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資料２ 
 
資金計画 

 

事業支出金 

項目 
金額 

変更前 変更後 差額 

調査設計計画費 約 46.7億円 約 46.7億円 ― 

土地整備費 約 14.9億円 約 20.0億円 約 5.1億円増 

補償費 約 107.5億円 約 116.8億円 約 9.3億円増 

工事費 約 709.7億円 約 696.1億円 約 13.6億円減 

事務費・金利・予備費 約 52.9億円 約 53.1億円 約 0.2億円増 

合 計 約 931.7億円 約 932.7億円 約 1.0億円増 

 

 

事業収入金 

項目 
金額 

変更前 変更後 差額 

市街地再開発補助金 約 253.5億円 約 245.5億円 約 8.0億円減 

公共施設管理者負担金 約 118.0億円 約 113.8億円 約 4.2億円減 

緊急促進補助金 約 10.5億円 約 10.5億円 ― 

保留床処分金 約 549.7億円 約 562.9億円 約 13.2億円増 

合 計 約 931.7億円 約 932.7億円 約 1.0億円増 

変更前：再開発組合設立（事業計画）認可時点（令和３年４月28日） 

変更後：事業計画変更認可時点（令和４年12月上旬予定） 

緊急促進補助金：防災・省エネまちづくり緊急促進事業 
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資料３ 
 

不動産鑑定検証結果 
 

立石駅北口地区市街地再開発組合から令和４年７月 28 日を評価基準日とした従

前資産の価格、権利床価格及び保留床の取得費が提示されたため、それぞれの金額

について第三者の鑑定機関による検証を行い、その結果を葛飾区財産価格審議会に

諮問し、承認の答申を得たので次のとおり報告する。 
 

 

１ 従前資産 
 
 （１）物件の表示 

所 在 面 積（合計） 

土 地 
葛飾区立石七丁目 546 番地 3 外 79 筆 

（地番表示） 

3,486.51 ㎡ 

（実測） 

建 物 
葛飾区立石四丁目 23 番 17 号 外 1 棟 

（住居表示） 

460.55 ㎡ 

（延床） 

 

（２）価 格                               

区 分 組合提示価格 不動産鑑定 財産価格審議会 

土 地 1,817,458,000 円 1,758,341,000 円以上 承 認 

建 物 103,666,000 円 63,238,000 円以上 承 認 

 

 

２ 権利床 

 

（１）物件の表示 

土地の所在（住居表示） 面 積（専有面積） 

東 棟 葛飾区立石七丁目 1、2 1,462.10 ㎡ 

西 棟 葛飾区立石四丁目 22、23、25、26 
庁舎 26.03 ㎡ 

ﾊﾞﾝｹｯﾄ 1,066.61 ㎡ 

 

（２）価 格                               

区 分 組合提示価格 不動産鑑定 財産価格審議会 

東 棟 1,411,410,000 円 1,928,556,000 円以下 承 認 

西 棟 
庁舎 5,942,000 円 14,300,000 円以下 承 認 

ﾊﾞﾝｹｯﾄ 503,772,000 円 790,000,000 円以下 承 認 
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資料３ 
 

３ 保留床 

 

（１）物件の表示 

土地の所在（住居表示） 面 積（専有面積） 

東 棟 葛飾区立石七丁目 1、2 23,193.52 ㎡ 

 

（２）価 格                               

区 分 組合提示価格 不動産鑑定 財産価格審議会 

東 棟 26,774,973,000 円 26,971,444,000円以下 承 認 

 

 

４ 権利床及び保留床の変更 

 

再開発組合は、区が取得を予定している権利床及び保留床の概算額を令和４年

８月時点で区に提示したが、その時点においては、地権者の要望を踏まえて商業

区画の区画割りの調整などを行っていた。 

  10 月 20 日に再開発組合は、この商業区画の区画割りを確定させ、床価格を再

鑑定した結果、区が取得を予定している床価格についても変更が生じることとな

った。 

なお、変更された床価格については、10 月 31 日に再開発組合から区に報告が

あったが、変更後の価格は権利床と保留床のいずれも財産価格審議会で承認され

た価格の範囲内に収まっていることを区は確認した。 

 

（１）価格変更の要因 

区 分 内 容 

東 棟 １階西側商業区画を４区画から３区画に変更 

西 棟 
１階及び２階商業区画の区画割りを調整 

バックヤード動線の変更に伴う専有面積の変更 

 

（２）権利床 

   ア 面 積（専有面積） 

区 分 変更前 変更後 差 

東 棟 1,462.10 ㎡ 1,488.57 ㎡ 26.47 ㎡ 

西棟 
庁 舎 26.03 ㎡ 26.03 ㎡ ― 

バンケット 1,066.61 ㎡ 1,066.61 ㎡ ― 

合 計 2,554.74 ㎡ 2,581.21 ㎡ 26.47 ㎡ 
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資料３ 
 

   イ 価 格 

区 分 変更前 変更後 差 

東 棟 1,411,410,000 円 1,411,303,000 円 △107,000 円 

西棟 
庁 舎 5,942,000 円 5,944,000 円 2,000 円 

バンケット 503,772,000 円 503,877,000 円 105,000 円 

合 計 1,921,124,000 円 1,921,124,000 円 ― 

 

 （３）保留床 

   ア 面 積（専有面積） 

区 分 変更前 変更後 差 

東 棟 23,193.52 ㎡ 23,167.04 ㎡ △26.48 ㎡ 

   イ 価 格 

区 分 変更前 変更後 差 

東 棟 26,774,973,000 円 26,712,867,000 円 △62,106,000 円 

 

 

５ 整備費用の概算の変更 

 

  「葛飾区新総合庁舎の整備概要書」では、令和４年８月時点での整備費用の概

算の合計を約 283.0 億円と示したが、今回の保留床価格の変更に伴い、整備費用

の概算は 0.7 億円減の 282.3 億円となる。 

 

項 目 区 分 変更前 変更後 差 

保留床購入費 
区庁舎床 242.7 億円 242.0 億円 △0.7 億円 

公共駐車場床 25.1 億円 25.1 億円 ― 

小   計 267.8 億円 267.1 億円 △0.7 億円 

追加工事費 10.0 億円 10.0 億円 ― 

備品購入費 4.6 億円 4.6 億円 ― 

運搬経費 0.6 億円 0.6 億円 ― 

小   計 15.2 億円 15.2 億円 ― 

合   計 283.0 億円 282.3 億円 △0.7 億円 
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資料４ 
 

権利変換計画（案）及び組合保留床譲渡に関する協定書（案） 

 

１ 説 明 

  立石駅北口地区第一種市街地再開発事業に係る本区の権利変換計画（案）及

び譲渡予定保留床については、再開発組合から「２ 添付資料」のとおり示さ

れた。 

  この権利変換計画の確定にあたっては、従前権利に対応して床を与えられ

る部分（権利変換部分）についての同意書を再開発組合に提出することになる。 

  また、組合保留床の譲渡となる部分（保留床譲渡部分）は、本区と再開発組

合との間で当該譲渡に関する協定書を締結する必要がある。 

 

２ 添付資料 

 （１）別添資料１ 権利変換計画書 第（一）表 

 （２）別添資料２ 権利変換計画書 第（六）表 

 （３）別添資料３ 権利床、保留床総括表 

 （４）別添資料４ 同意書 

 （５）別添資料５ 組合保留床の譲渡に関する協定書（案） 

 

３ 今後の予定 

  権利変換計画（案）への同意と組合保留床の譲渡に関する協定書の締結は、

「葛飾区役所の位置を定める条例」の議決後に速やかに行うものとする。 
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別添資料２
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別添資料３ 
権利床、保留床総括表 

項目 専有面積(㎡)  金額（千円） 
① 従後資産総額 25,748.25 28,633,991 

➁ 権利変換部分 

⻄
棟 

ﾊﾞﾝｹｯﾄﾎｰﾙ 3 階  
ｴｽｶﾚｰﾀｰ、2 階ｴｽｶﾚｰﾀｰ乗り場
含む 

1,066.61 503,877 

アンテナ機械室 
塔屋１階  26.03 5,944 

東
棟 

庁舎 1 階 夜間休日窓口 82.04 52,217 

庁舎 1 階 多目的交流ｽﾍﾟｰｽ 59.79 35,551 
庁舎 1 階 防災倉庫１ 5.49 1,655 
庁舎 1 階 防災倉庫２ 5.19 1,565 
庁舎 3 階  
ｴｽｶﾚｰﾀｰ、2 階ｴｽｶﾚｰﾀｰ乗り場
含む 

2,131.90 のうち 
持分 213190 分

の 133606 
1,320,315 

権利床合計 

1,245.15 及び 
2,131.90 のうち 
持分 213190 分

の 133606 

1,921,124 

③ 保留床譲渡部分 

東
棟 

庁舎 3 階  
ｴｽｶﾚｰﾀｰ、2 階ｴｽｶﾚｰﾀｰ乗り場
含む 

2,131.90 のうち 
持分 213190 分

の 79584 
1,086,322 

庁舎 4 階 2,156.51 2,943,636 
庁舎 5 階 2,151.03 2,936,156 
庁舎 6 階 2,124.08 2,899,369 
庁舎 8 階 2,124.08 2,899,369 
庁舎 9 階 2,124.08 2,899,369 
庁舎 10 階 2,124.08 2,899,369 
庁舎 11 階 2,124.08 2,899,369 
庁舎 12 階 1,138.85 1,554,530 
庁舎 13 階 856.53 1,169,164 
アンテナ機械室 
塔屋 1 階 30.22 12,420 

駐車場  
１階・地下 2 階・地下 3 階 5,417.66 2,513,794 

保留床合計 

22,371.20 及び 
2,131.90 のうち 
持分 213190 分

の 79584 

26,712,867 

注 保留床譲渡部分の金額は消費税及び地方消費税相当額を含む。 
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別添資料４ 
 

     

同 意 書 
         
      

令和  年  月  日          

立石駅北口地区市街地再開発組合 
     

理 事 ⻑ 德⽥ 昌久 様 
     

         
         
         
   

権利者 住所         
    

氏名          

  

          
         
         
         
         

 私は、立石駅北口地区第一種市街地再開発事業の施行に伴い、私が施行区域内に所有す
る権利に対して、権利変換期日に生ずる権利の変動その他権利変換の内容について、別紙
権利変換計画書の定めのとおり同意します。 

 
 
 
 
  

印 
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別添資料５ 
 

組合保留床の譲渡に関する協定書(案) 
 

立石駅北口地区市街地再開発組合(以下「甲」という。)と葛飾区(以下「乙」という。)と
は、甲が都市再開発法(昭和 44 年法律第 38 号以下「法」という。)に基づき施行する立石駅
北口地区第一種市街地再開発事業(以下「本事業」という。)に係る権利変換計画(法第 72 条
の規定により甲が作成する権利変換計画をいう。)において、法第 108 条第 1 項第 1 号によ
り甲が乙に譲渡する予定の施設建築物の部分(以下「組合保留床」という。)に関して、次の
とおり協定書を締結する。 
 

(目的) 
第 1 条 甲及び乙は、本事業により整備される組合保留床の概要及び甲から乙へ譲渡する

予定の組合保留床に関する事項を確認することを目的とする。 
 

(組合保留床の概要) 
第 2 条 甲が乙に譲渡する予定の組合保留床の概要は、次の表のとおりとする。 
 

組合保留床の概要 

施 設 建 築 物
(東棟)の専有
部分 

用途 構造 位置 専有部分面積 

庁舎、駐車場、 
ｱﾝﾃﾅ機械室 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

地下 3 階から 
地上 13 階まで
の一部、 
塔屋の一部 

22,371.20 ㎡ 
及び 2 階、3 階
2,131.90 ㎡ の
うち 213190 分
の 79584 

施 設 建 築 物
(東棟)の共用
部分の共有持
分 

庁舎共用部分（予
定面積 5,399.06
㎡）の共有持分 

2 階及び 
3 階     ：1000000 分の 99799 のうち 

持分 213190 分の 79584 
4 階     ：1000000 分の 100951 
5 階     ：1000000 分の 100694 
6 階     ：1000000 分の 99432 
8 階     ：1000000 分の 99432 
9 階     ：1000000 分の 99432 

10 階     ：1000000 分の 99432 
11 階     ：1000000 分の 99432 
12 階     ：1000000 分の 53312 
13 階     ：1000000 分の 40096 
アンテナ機械室 ：1000000 分の 1415 
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庁舎・施設共用部
分（予定面積
1,035.15 ㎡）の共
有持分 

2 階及び 3 階 ：1000000 分の 94798 のうち持分 
213190 分の 79584 

4 階     ：1000000 分の 95892 
5 階     ：1000000 分の 95648 
6 階     ：1000000 分の 94450 
8 階     ：1000000 分の 94450 
9 階     ：1000000 分の 94450 

10 階     ：1000000 分の 94450 
11 階     ：1000000 分の 94450 
12 階     ：1000000 分の 50640 
13 階     ：1000000 分の 38087 
アンテナ機械室 ：1000000 分の 1343 

全体共用部分（予
定面積 6,592.81
㎡）の共有持分 

2 階及び 3 階 ：1000000 分の 79965 のうち持分 
213190 分の 79584 

4 階     ：1000000 分の 80888 
5 階     ：1000000 分の 80683 
6 階     ：1000000 分の 79672 
8 階     ：1000000 分の 79672 
9 階     ：1000000 分の 79672 

10 階     ：1000000 分の 79672 
11 階     ：1000000 分の 79672 
12 階     ：1000000 分の 42717 
13 階     ：1000000 分の 32128 
アンテナ機械室 ：1000000 分の 1133 
駐車場     ：1000000 分の 156463 

施設建築物(東棟)の敷地（4,660.17
㎡）の共有持分 

2 階及び 3 階 ：1000000 分の 84973 のうち持分 
213190 分の 79584 

4 階     ：1000000 分の 85953 
5 階     ：1000000 分の 85735 
6 階     ：1000000 分の 84661 
8 階     ：1000000 分の 84661 
9 階     ：1000000 分の 84661 

10 階     ：1000000 分の 84661 
11 階     ：1000000 分の 84661 
12 階     ：1000000 分の 45392 
13 階     ：1000000 分の 34139 
アンテナ機械室 ：1000000 分の 362 
駐車場     ：1000000 分の 80098 
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（組合保留床の用途、位置、専有面積及び譲渡予定価額） 
第 3 条 組合保留床の用途、位置、専有面積及び譲渡予定価額(消費税及び地方消費税相当

額を含む。)は、別表のとおりとする。 
2 立石駅北口地区第一種市街地再開発事業東棟新築工事の請負契約締結時点で権利変換

評価基準日（令和 4 年 7 月 28 日）から建設関連資材又は工事費に大きな物価変動があっ
た場合には、組合保留床の譲渡予定価額について甲乙協議し、変更協定書を締結する。 

3 別表の組合保留床の譲渡予定価額に含まれる消費税及び地方消費税相当額は、税率を
10％として算定したものとし、本事業の施行期間中に消費税及び地方消費税率が変更と
なった場合には、当該税率を適用する場合の組合保留床の建物部分に関わる消費税及び
地方消費税額の増減額を算定し、増減額分につき組合保留床価額を増額又は減額調整す
るものとする。 
 
（組合保留床価額以外の支払） 

第 4 条 乙は前条の組合保留床の譲渡予定価額のほか、乙の要請に基づき甲が発注する組
合保留床の譲渡予定価額に含まれない設備造作等の追加仕様費を次条に定める組合保留
床譲渡契約に基づき甲に支払うものとする。 

 
(組合保留床譲渡契約) 

第５条 甲及び乙は、本協定書に基づく組合保留床譲渡契約（以下「譲渡契約」という。）
を法第 100 条に規定する工事完了公告の日までに締結するものとする。 

2 本協定書において確認された事項の他、組合保留床の譲渡代金の支払条件、契約の目的
物の引渡条件などの詳細は、甲乙間で別途協議の上、譲渡契約において定める。 

3 譲渡契約の締結に当たっては、葛飾区議会の議決を得た上で手続きを進めるものとする。 
 

(協議事項) 
第６条 本協定書に定めのない事項が生じたとき、又は本協定書の各条項の解釈について

疑義が生じたときは、甲及び乙は相互に誠意をもって協議し解決するものとする。 
 

本協定書の締結を証するため、本書を 2 通作成し、甲及び乙は記名押印の上、各 1 通を
保有する。 
 

令和  年  月  日 
                    
 

 甲 東京都葛飾区立石四丁目 26 番 2 号 
                      立石駅北口地区市街地再開発組合 
                      理事⻑   德⽥ 昌久 
 
                    乙 東京都葛飾区立石五丁目 13 番 1 号 
                      葛飾区⻑  ⻘⽊ 克德 
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 別表 

 

用途 位置 専有面積（㎡） 譲渡予定価額（千円） 

  庁舎 
3 階、エスカレーター、 
2 階エスカレーター乗り場
含む 

2,131.90 のうち 
持分 213190 分の 

79584 
1,086,322 

庁舎 4 階 2,156.51 2,943,636 

庁舎 5 階 2,151.03 2,936,156 

庁舎 6 階 2,124.08 2,899,369 

庁舎 8 階 2,124.08 2,899,369 

庁舎 9 階 2,124.08 2,899,369 

庁舎 10 階 2,124.08 2,899,369 

庁舎 11 階 2,124.08 2,899,369 

庁舎 12 階 1,138.85 1,554,530 

庁舎 13 階 856.53 1,169,164 

アンテナ 
機械室 

塔屋 1 階 30.22 12,420 

駐車場 
1 階・地下 2 階 

・地下 3 階 
5,417.66 2,513,794 

合計 

22,371.20 及び 
2,131.90 のうち 

持分 213190 分の 
79584 

26,712,867 
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資料５ 

「葛飾区役所の位置を定める条例」の概要 

 

１ 説 明 

  立石駅北口地区市街地再開発組合は、権利変換計画認可申請を令和５年２

月頃に行う予定で事業を進めており、現在、関係権利者の合意が順次進んでい

る状況である。 

このため、令和４年第四回区議会定例会において、地方自治法第４条第１項

の規定に基づき、「葛飾区役所の位置を定める条例」の議案を上程するもので

ある。 

なお、現在の葛飾区役所の位置を定めている「葛飾区の事務所の位置変更に

関する条例」は、本条例の付則で廃止する。 

 

２ 移転時期及び場所 

 （１）移転時期 

    令和 10 年度（予定） 

 （２）場 所 

    東京都葛飾区立石七丁目１番１号（予定） 
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